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農業委員会だより農業委員会だより農業委員会だより
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農林産物品評会特賞入賞者一覧
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新鮮野菜求め賑わう！新鮮野菜求め賑わう！第46回茨木市農業祭茨木市農業祭��������������������������
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農業者年金に加入しませんか

積立方式（確定拠出金型）の年金で少子高齢化時代

でも安心の制度です。

◆加入要件は、20歳以上60歳未満の国民年金第

１号被保険者で、年間60日以上の農業に従事

する方（60歳以上65歳未満の方で国民年金任

意加入者）

◆保険料は月額２万円（35歳未満で政策支援加入

の対象とならない方は１万円）から６万７千円

の間で千円単位で自分で選べ、いつでも見直し

できます。

◆保険料の全額が社会保検料控除等の税制優遇措

置を受けられます。

◆80歳までの保証がついた終身年金です。（80歳

前になくなった場合、死亡一時金を遺族に支給

します。）

◆認定農業者等要件を備えた方には、保険料の国

庫補助があります。
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全国農業新聞を購読してみませんか

月額700円（送料込）

毎週金曜日

購読のお申込みは、茨木市農業委員会へ

全国農業新聞は、最新の農業情勢について分かりやすく解説し、

農業者の経営と暮らしに役立つ情報をお届けします。

購 読 料

発 行 日

　農地転用とは、農地を農業以外の目的に使用することをいいます。

　例えば、農地を住宅や倉庫を建てるための敷地や、駐車場や資材置場にするなどです。

　農地法では、優良農地を確保するため、農地の優良性や周辺の土地利用状況等により農地を区分し、

周辺農地への影響等がない場合に限り、転用を許可しています。

●農地を転用するときは、農地法の許可が必要です。

　農業振興地域の整備に関する法律に基づき市が策定している農業振興地域整備計画では、所有者の申

請に基づき、農業上の利用を確保すべき土地として農用地区域が設定されています。

　農用地区域内にある農地の転用は原則認められません。

　農用地区域内農地に関する問合せは農林課（℡６２０―１６２２）推進係まで。

●農用地は原則転用できません

　農地を一時的に農業以外の目的に利用する場合

（工事のための仮設事務所、資材置場、土砂採取、

一定規模の農地改良工事等）についても、農地の一

時転用の許可、届出が必要です。

●一時的に農地を転用する場合も許可、
　届出が必要です

　工事の着手は、許可後又は届出が受理された後と

なります。

　事前着手はできませんのでご注意ください。

●いつから工事に着手できるか？

　市街化調整区域の農地転用は、法令で特に厳しく

基準が定められています。

　基準を満たさない農地に転用事業を計画しても、

許可を受けられません。

　また、市街化区域の転用届出についても、一定の

条件が必要です。

　農地転用の手続には、分かりにくい部分もありま

すので、事前に地区担当の農業委員、農地利用最適

化推進委員又は農業委員会にご相談ください。

●転用の相談をしたいときは？

　市街化調整区域の農地については農業委員会の許

可が、市街化区域の農地については農業委員会への

届出が必要です。

　農地の転用には、農地法第４条と第５条の手続が

あります。

　第４条は、自己所有の農地を農地以外のものにす

る場合の手続です。農地所有者が許可の申請又は届

出を行います。

　第５条は、農地を農地以外のものにする目的で、

売買、貸借等をする場合の手続です。

　農地所有者（売主又は貸主）と転用事業者（買主

又は借主）の連名で申請等を行います。

●どのような手続が必要なの？

農地を転用するときは許可、届出が必要です農地を転用するときは許可、届出が必要です

違反転用、事前着工には

厳しい罰則があります

違反転用、事前着工には

厳しい罰則があります

　許可を受けず、届出もせずに農地を転用

した場合（事前着工を含みます。）、許可

等の内容と異なる目的に転用した場合は、

農地法違反となり、工事の中止や原状回復

等の命令が出されることがあります。

　また、特段の事情がないにもかかわらず

相当の期間を経過してもこれに従わない場

合は、３年以下の懲役又は300万円以下の

罰金（法人は１億円以下の罰金）という厳

しい罰則の適用もあります。

青空駐車場
にした

資材置場
にした

廃棄の捨て場
にした

建設残土の
捨て場にした
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